
（平成２４年９月１２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件



旭川厚生年金 事案 992（事案 159の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②の船員保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａ株式会社における船員保険

被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 36年６月４日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間㉑について、申立人の船舶所有者Ｂ株式会社における船員保

険被保険者資格喪失日は、昭和 43年８月５日であると認められることから、

申立期間㉑に係る船員保険被保険者資格喪失日に係る記録を訂正し、申立期間

㉑の標準報酬月額を５万 6,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年３月８日から同年５月 28日まで  

② 昭和 36年５月 28日から同年６月４日まで  

③ 昭和 36年７月 15日から同年 12月 1日まで 

④ 昭和 36年 12月 20日から 37年２月１日まで  

⑤ 昭和 37年２月 17日から同年６月 29日まで 

⑥ 昭和 37年９月８日から 38年７月 10日まで 

⑦ 昭和 38年７月 10日から同年８月１日まで 

⑧ 昭和 38年８月１日から 39年４月 20日まで 

⑨ 昭和 39年４月 27日から同年 12月 31日まで 

⑩ 昭和 39年 12月 31日から 40年１月９日まで 

⑪ 昭和 40年３月１日から同年３月 11日まで 

⑫ 昭和 40年３月 30日から同年４月１日まで   

⑬ 昭和 40年４月１日から同年５月 29日まで   

⑭ 昭和 40年６月 24日から同年 11月 30日まで   

⑮ 昭和 40年 11月 30日から同年 12月３日まで 

⑯ 昭和 40年 12月 24日から 41年１月 19日まで   



⑰ 昭和 41年１月 19日から 42年２月１日まで 

⑱ 昭和 42年２月１日から同年 11月２日まで   

⑲ 昭和 42年 11月 13日から 43年６月 24日まで   

⑳ 昭和 43年６月 25日から同年７月 30日まで 

㉑ 昭和 43年７月 30日から同年８月５日まで 

㉒ 昭和 43年８月１日から 44年４月 12日まで 

㉓ 昭和 44年４月 16日から 46年１月８日まで   

㉔ 昭和 46年２月１日から同年６月１日まで   

 申立期間①は、Ａ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間②は、同じくＡ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、船員

保険の被保険者資格喪失日が、同社を退職した時期と異なっている。 

申立期間③は、Ｃ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間④は、Ｄ所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月額が低額

となっている。 

申立期間⑤は、Ｅ所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月額が低額

となっている。 

申立期間⑥は、Ｆ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間⑦は、同じくＦ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、継続

して当該船舶に乗船していたにもかかわらず、船員保険の被保険者資格を一

度喪失し、その後再取得した記録になっている。 

 申立期間⑧は、同じくＦ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準

報酬月額が低額となっている。 

申立期間⑨は、Ｇ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間⑩は、同じくＧ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、船員

保険の被保険者資格喪失日が、同社を退職した時期と異なっている。 

申立期間⑪は、Ｈ所有船舶で勤務した期間であるが、船員保険被保険者と

しての資格が確認できない。 

申立期間⑫は、株式会社Ｉ所有船舶で勤務した期間であるが、船員保険の

被保険者資格取得日が、同社に入社した日と異なっている。 

申立期間⑬は、同じく株式会社Ｉ所有船舶で勤務した期間であるが、標準

報酬月額が低額となっている。 

申立期間⑭は、 Ｊ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬

月額が低額となっている。 

申立期間⑮は、同じくＪ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、船員



保険の被保険者資格喪失日が、同社を退職した日と異なっている。 

申立期間⑯は、Ｋ所有船舶で勤務した期間であるが、船員保険の被保険者

資格取得日が、同社に入社した日と異なっている。 

申立期間⑰は、同じくＫ所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月額

が低額となっている。 

申立期間⑱は、Ｌ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間⑲は、Ｍ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間⑳は、Ｂ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間㉑は、同じくＢ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、船員

保険の被保険者資格喪失日が、同社を退職した日と異なっている。 

申立期間㉒は、Ｍ株式会社所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月

額が低額となっている。 

申立期間㉓は、Ｎ所有船舶で勤務した期間であるが、標準報酬月額が低額

となっている。 

申立期間㉔は、株式会社ＯのＰ支店で勤務した期間であるが、同社に入社

した日と厚生年金保険被保険者の資格取得日が異なっている。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人は、Ａ株式会社所有

船舶において、昭和 36 年３月８日に同被保険者資格を取得し、同年５月 28

日に同被保険者資格を喪失した記録となっているが、申立人から提出のあった

船員手帳の写しから、申立人は、同年６月３日まで同社所有船舶でＱ業務とし

て継続して勤務し、勤務内容及び業務形態に変更が無かったことが確認できる

また、申立人は、申立期間②において、Ａ株式会社で一緒に勤務した同僚

の船員４人の名前を挙げているところ、同社に係る船員保険被保険者名簿によ

ると、これら同僚は、いずれも申立期間②において、船員保険の被保険者資格

が継続していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間②において、船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社における

昭和 36 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 4,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間②に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行

。 



については、事業主は当時の資料が無く不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの船員保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間㉑について、オンライン記録によると、申立人は、Ｂ株式会社所有

船舶において、昭和 43年６月 25日に船員保険の被保険者資格を取得し、同年

７月 30日に同被保険者資格を喪失した記録となっているが、申立人から提出

のあった船員手帳の写しから、申立人が、同年８月４日まで同社所有船舶でＱ

業務として継続して勤務していたことが確認できる。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人の船員保険被保険者資格喪失

日の欄には、「43.８.○」（「○」は判読不能）と記載されている上、同名簿の

備考欄には、「証受理 43.８.６」と記載されていることから、当該船舶所有者

は、申立人の同被保険者資格の喪失について、昭和 43年８月１日から同年８

月６日までの期間のいずれかの日を喪失日として届け出たことが推認できる。 

これらの事実及び関連資料等を総合的に判断すると、当該船舶所有者は、申

立人が昭和 43年８月５日に船員保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会

保険事務所に対して行ったと認められる。 

また、申立期間㉑の標準報酬月額については、申立人に係る船員保険被保険

者名簿の記録から、５万 6,000円とすることが妥当である。 

申立期間①について、申立人は、オンライン記録では、Ａ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、２万 4,000円とされているが、実際には、

当時の標準報酬月額の最高額である３万 6,000 円に相当する給与額の支払を

受けていたとして、標準報酬月額の記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、当時の事業主は、既に死亡している上、当該事業所では、「申

立期間①当時の資料について、保存していない。」と回答していることから、

申立人の標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ることがで

きない。 

また、申立人は、当該事業所で一緒に勤務した船員の同僚４人の名前を挙げ

ているが、船員保険被保険者名簿によると、これら同僚の標準報酬月額は、い

ずれも申立人が主張する標準報酬月額３万 6,000 円よりも低額であることが

確認できる。 

さらに、上記の同僚４人のうち、連絡が取れた唯一の同僚は、「私のＡ株式

会社における船員保険の標準報酬月額は、国の記録どおりで合っていると思

う。」と供述している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間①において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間③について、申立人は、オンライン記録では、Ｃ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、２万 4,000円及び３万円と記録されている

が、実際に支給されていた月額給与は、４万 2,000円であったとし、標準報酬

月額は、当時の標準報酬月額の最高額である３万 6,000円に該当していたとし

て記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、当該事業所では、「申立期間③当時の関係書類を保存してい

ないため、申立人の当時の報酬月額については、分からない。」と回答してい

る上、当時の事務担当者と思われる者は、既に死亡していることから、申立人

の標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人は、当該事業所所有船舶で一緒に乗船した同僚３人の名前を挙

げているが、このうち連絡が取れた二人は、いずれも「申立人の名前は記憶に

無い。」と供述している上、このうちの一人は、「当時のことは覚えていない。」

と供述しており、申立人の主張する標準報酬月額に相当する船員保険料の控除

をうかがわせる供述を得ることができなかった。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立期間③中に当該事業所所有船

舶で被保険者資格が確認できる申立人と同職務の同僚６人が確認できるが、こ

のうち５人は、申立期間③中の標準報酬月額が、申立人と同額の２万 4,000

円又は３万円であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間③において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間④について、申立人は、オンライン記録では、Ｄ所有船舶に係る船

員保険の標準報酬月額が、２万 2,000円と記録されているが、実際に支給され

ていた月額給与は、４万 2,000円であったとし、標準報酬月額は、当時の標準

報酬月額の最高額である３万 6,000円に該当していたとして、記録の訂正を申

し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立期間④当時の船舶所有者であ

るＤは、既に死亡している上、その後、当該船舶の所有者となった株式会社Ｒ

は、昭和 61年７月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっているほか、商業

登記簿謄本によると、同社は、平成７年 12月＊日に解散していることから、

申立人の標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ることがで

きない。 



また、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた唯一の同僚で、

当該船舶の漁労長兼船長であったとされる同僚の申立期間④における標準報

酬月額は、申立人と同額の２万 2,000円であることが確認できる上、当該同僚

は、連絡が取れないことから、申立人の標準報酬月額の算出状況について、関

係資料及び供述を得ることができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立期間④及びその前後の期間に

船員保険被保険者資格を取得している申立人と同じ職務の同僚が３人確認で

きるところ、当該同僚の標準報酬月額は、２万円から３万円となっており、申

立人の主張する当時の標準報酬月額の上限額である３万 6,000 円に該当して

いる者は確認できない。 

加えて、上記の同僚３人のうち、連絡が取れた唯一の同僚は、「申立人の名

前は記憶に無いが、船舶所有者Ｄでの私の船員保険の標準報酬月額は、国の記

録のとおりである。」と供述している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間④において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑤について、申立人は、オンライン記録では、Ｅ所有船舶に係る船

員保険の標準報酬月額が、２万 6,000円と記録されているが、実際に支給され

ていた月額給与は、４万 8,000円であったとし、標準報酬月額について、申立

期間⑤のうち、昭和 37年２月及び同年３月については、当時の標準報酬月額

の上限額である３万 6,000円、標準報酬月額の上限額が改定された後の同年４

月及び同年５月については、４万 8,000円であるとして、記録の訂正を申し立

てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立期間⑤当時の船舶所有者であ

るＥは、連絡先が確認できない上、昭和 38年２月１日に当該船舶の所有者と

なったＳ株式会社は、昭和 44年２月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっ

ているほか、商業登記簿謄本によると、同社は、平成 14年 12月＊日に解散し

ていることから、申立人の標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供

述を得ることができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた漁労長、船長

及び機関長の同僚３人のうち二人は、当該期間における標準報酬月額が、２万

6,000円及び２万 8,000円となっており、申立人とほぼ同額であることが確認

できる。 

さらに、船員保険被保険者名簿から、申立期間⑤及びその直前の期間に船員

保険被保険者資格が確認できる申立人と同じ職務の同僚に照会したところ、当

該同僚は、申立人の前任者として当該船舶に乗船していたことが判明したが、



当該同僚からは、申立人の主張する標準報酬月額に相当する船員保険料の控除

をうかがわせる供述が得られなかった上、当該同僚の申立期間⑤当時の標準報

酬月額は、申立人と同額の２万 6,000円であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑤において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑥及び⑧について、申立人は、オンライン記録では、Ｆ株式会社所

有船舶に係る船員保険の標準報酬月額が、２万 6,000円及び２万 8,000円と記

録されているが、実際に支給されていた月額給与は、５万円であったとし、当

該期間の標準報酬月額は、当時の標準報酬月額の上限額である５万 2,000円に

該当していたとして、記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、船舶所有者であるＦ株式会社は、

昭和 62年６月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿

謄本によると、同社は、平成元年２月＊日に解散していることから、申立人の

標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船頭及び船長

の同僚二人は、当該期間における標準報酬月額が、２万 4,000円及び３万円と

なっており、申立人とほぼ同額であることが確認できる。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立期間⑥、⑧及びその前後の期

間に船員保険被保険者資格を取得している申立人と同じ職務の同僚が、３人確

認できるところ、当該同僚の標準報酬月額は、２万 4,000円から３万円となっ

ており、申立人の主張する当時の標準報酬月額の上限額である５万 2,000円に

該当している者は確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑥及び⑧において、その主張する標準報酬月額に相当する船

員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

申立期間⑦について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから、申立人

が、当該期間においてＦ株式会社所有船舶で継続して勤務していたことは確認

できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、船舶所有者であるＦ株式会社は、

昭和 62年６月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿

謄本によると、同社は、平成元年２月＊日に解散していることから、申立人の

申立期間⑦における船員保険の適用状況について、関係資料及び供述を得るこ



とができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立期間⑦当時、申立人のほかに同

僚５人が、申立人と同日（昭和 38年７月 10日）に船員保険被保険者資格を喪

失し、その後、申立人と同日（昭和 38年８月１日）に同被保険者資格を再取

得しており、申立人と同じく同被保険者期間に欠落がみられることから、事業

主は、一時期、船員の同被保険者資格を喪失させていたことがうかがえる。 

さらに、申立人は、船頭及び船長であったとする同僚二人の名前を挙げてい

るが、船員保険被保険者名簿によると、これら同僚は、当該期間において継続

して船員保険被保険者資格を取得していることが確認できるものの、これら同

僚の職務（船頭及び船長）は、申立人の職務とは異なることから、これら同僚

の船員保険の適用については、申立人とは異なる取扱いがなされていたと考え

られる。 

このほか、申立人の申立期間⑦における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑦に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑨について、当該期間のうち、昭和 39年４月 27日から同年８月１

日までに係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＧ株式会社における資格取得日に係る記録を同年４

月 27日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要

であるとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21年３月 12日付け年金記録

を訂正する必要があるとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間⑨について、オンライン記録ではＧ株式会社所有

船舶に係る船員保険の標準報酬月額が２万4,000円及び３万6,000円と記録さ

れているが、実際に支給されていた月額給与は、５万 7,000円であったとし、

当該期間の標準報酬月額は、当時の標準報酬月額の上限額である５万 2,000

円に該当していたとして、記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、船舶所有者であるＧ株式会社（現在は、株式会社Ｔ）は、「当

時の関係資料について保存していない。」と回答していることから、申立人の

標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、船員保険被保険名簿によると、申立人が名前を挙げた漁労長、船長及

び機関長であったとする同僚３人は、当該期間における標準報酬月額が、１万

8,000 円から４万 5,000 円となっていることから、申立人の標準報酬月額が、

当時の標準報酬月額の上限額である５万 2,000円であったとは考え難い。 

さらに、上記の同僚３人のうち、二人は、既に死亡している上、ほか一人は、

連絡先が判明しないため、いずれの同僚からも供述を得ることはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑨において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑩について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから、申立人

が、申立期間⑩のうち、昭和 39年 12月 31日にＧ株式会社所有船舶でＱ業務

として勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、船舶所有者であるＧ株式会社では、「当時の関係資料につい

て保存していない。」と回答していることから、申立人の申立期間⑩における

船員保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人が名前を挙げた漁労長、船長及び機関長であったとする同僚３

人のうち、二人は、既に死亡している上、ほか一人は、連絡先が判明しないた

め、いずれの同僚からも供述を得ることはできない。 

さらに、申立人の船員保険事務を担当していたＧ株式会社Ｕ支社の担当者に

ついて、申立人は名前を記憶しておらず、特定できないことから、申立人の申

立期間⑩における船員保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ること

ができない。 

加えて、申立人は、申立期間⑩に係る船員保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、保険料

が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間⑩における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑩に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑪について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから判断する

と、申立人が、申立期間⑪において、船舶所有者Ｈと雇用契約を締結した状況

はうかがえる。 

しかしながら、船舶所有者Ｈから船員保険の事務を引き継いだＶ株式会社の

代表取締役が保管していた労働者名簿の写しによると、申立人の当該船舶所有

者における雇入日及び雇止日は、いずれも同日の昭和 40年３月１日と記載さ

れている上、雇止めの事由には、「乗船なし」と記載されていることが確認で

きる。 

また、上記の代表取締役は、「申立人の労働者名簿には、『乗船なし』と記載

されており、また、船員保険の加入についても記載が無いことから、申立人は、

船員保険には加入していなかったと思う。」と回答している。 

さらに、申立人が当該船舶の船長であったとして名前を挙げた同僚は、船員

保険被保険者名簿において名前が確認できない上、当該同僚は、「申立人と思



われる人とは、数回会ったことはあるが、その人とは一度も一緒に乗船しなか

った。私は船長であったが、Ｑ業務の免許も所持していたため、出漁時にＱ業

務が不在でも、自分の免許を使用し、出漁することができた。」と回答してい

る。 

加えて、船員保険被保険者名簿には、申立期間⑪において申立人が船員保険

の被保険者資格を取得した記録は無く、整理番号に欠番も無いことから、社会

保険事務所において申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑪に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑫について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから、申立人

が、当該期間において株式会社Ｉ所有船舶で勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、船舶所有者である株式会社Ｉでは、「当時の担当者がおらず、

資料も無い。」と回答していることから、申立人の船員保険の適用状況につい

て、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人が当該船舶で一緒に乗船していたとして名前を挙げた船長は、

文章による照会を行ったが、回答が無く、連絡が取れないため、申立人の船員

保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿において、申立期間⑫を含む昭和 40年２月

１日から同年５月１日までに同被保険者資格を取得している同僚が、18人（申

立人を除く。）確認できるところ、このうち 14 人は、申立人と同日（昭和 40

年４月１日）に同被保険者資格を取得していることが確認できることから、当

時、当該船舶所有者は、船員について、まとめて船員保険の被保険者資格の取

得を届け出ていたと考えられる上、これら同僚からは、申立人の申立期間⑫に

おける船員保険料の控除をうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間⑫における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑫に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑬について、申立人は、オンライン記録では、株式会社Ｉ所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、２万 8,000円と記録されているが、実際に

支給されていた月額給与は、６万 5,000円であったとし、当該期間の標準報酬

月額は、当時の標準報酬月額の上限額である５万 2,000円に該当していたとし

て、記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、船舶所有者である株式会社Ｉでは、「当時の担当者がおらず、



資料も無い。」と回答していることから、申立人の標準報酬月額の算出状況に

ついて、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人と一緒に当該船舶に乗船した

とみられる船長及び機関長は、当該期間における標準報酬月額が、いずれも３

万 3,000円となっていることから、申立人の標準報酬月額が、当時の標準報酬

月額の上限額である５万 2,000円に該当していたとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑬において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑭について、申立人は、オンライン記録では、Ｊ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、３万 3,000円及び３万 9,000円と記録され

ているが、実際に支給されていた月額給与は、６万 5,000円であったとし、当

該期間の標準報酬月額は、６万 4,000円に該当していたとして、記録の訂正を

申し立てている。 

しかしながら、船員保険事業所名簿によると、Ｊ株式会社は、昭和 49年 11

月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿謄本によると、

55 年５月＊日に解散しているほか、当時の役員は、既に死亡していることか

ら、申立人の標準報酬月額の算出状況について、関係資料及び供述を得ること

ができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船長及び船頭

であったとする同僚二人は、当該期間における標準報酬月額が、３万円から４

万 8,000円となっていることから、申立人の標準報酬月額が、これら同僚の標

準報酬月額よりも高額の６万 4,000円であったとは考え難い上、これら同僚二

人は、「申立人の名前は記憶に無い。自分のＪ株式会社における標準報酬月額

は、間違っていないと思う。」と回答している。 

さらに、船員保険被保険者名簿において、申立期間⑭及びその前後の期間に

同被保険者資格を取得している申立人と同じ職務の同僚が５人確認できるが、

これら同僚の標準報酬月額は、２万 6,000円から３万 9,000円となっており、

申立人とほぼ同額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑭において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑮について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから、申立人

が、当該期間においてＪ株式会社所有船舶でＱ業務として勤務していたことは



確認できる。 

しかしながら、船員保険事業所名簿によると、船舶所有者であるＪ株式会社

は、昭和 49年 11月＊日に船員保険の適用事業所でなくなっている上、商業登

記簿謄本によると、55 年５月＊日に解散しているほか、当時の役員は、既に

死亡していることから、申立人の船員保険の適用状況について、関係資料及び

供述を得ることができない。 

また、申立人が名前を挙げた船長であったとする同僚は、「申立人の名前は

記憶に無い。」と回答しており、申立人の当該期間における船員保険料の控除

をうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

さらに、船員保険被保険者名簿において、昭和 40年４月 13日から同年９月

３日までに同被保険者資格を取得している同僚が、49人（申立人を除く。）確

認できるところ、このうち 12人が、申立人と同日（昭和 40年 11 月 30日）に

同被保険者資格を喪失していることが確認できることから、当時、当該船舶所

有者は、船員について、まとめて船員保険の被保険者資格の喪失を届け出てい

たと考えられる上、これら同僚からは、申立人の申立期間⑮における船員保険

料の控除をうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間⑮における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑮に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑯について、申立人から提出のあった船員手帳の写しから、申立人

が、当該期間においてＫ所有船舶でＱ業務として勤務していたことは確認でき

る。 

しかしながら、申立期間⑯当時の船舶所有者であるＫは、既に死亡している

上、当該船舶所有者から船員保険事務を引き継いだＷ株式会社は、「当時の資

料を保存していない。」と回答していることから、申立人の船員保険の適用状

況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、申立人が名前を挙げた船長であったとする同僚は、「申立人の名前は

記憶に無い。私の船舶所有者Ｋに係る船員保険の被保険者資格期間は、間違っ

ていないと思う。」と回答している。 

さらに、船員保険被保険者名簿において、申立期間⑯を含む昭和 40年６月

10日から 41年５月 13日までに同被保険者資格を取得している同僚が、21人

（申立人を除く。）確認できるところ、このうち５人が、申立人と同日（昭和

41年１月 19日）に同被保険者資格を取得していることが確認できることから、

当時、当該船舶所有者は、船員について、まとめて船員保険の被保険者資格の

取得を届け出ていたと考えられる上、これら同僚からは、申立人の申立期間⑯

における船員保険料の控除をうかがわせる供述を得ることはできなかった。 



加えて、申立人は、当該船舶所有者に係る給与明細書であるとして、給与明

細書４枚の写しを提出しているが、同明細書には、船舶所有者名及び給料の支

給年月が記載されておらず、当該船舶所有者に係る給与明細書か否か確認でき

ない上、同明細書４枚のうち、３枚の給与明細書の船員保険料控除欄は、金額

が０円又は空欄となっており、申立期間⑯に係る保険料の控除が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間⑯における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、船員保険の被保険者として、申立期間⑯に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑰について、申立人は、オンライン記録では、Ｋ所有船舶に係る船

員保険の標準報酬月額が、４万 5,000円と記録されているが、実際に支給され

ていた月額給与は、８万 4,000 円であったとし、申立期間⑰のうち、昭和 41

年１月から同年３月までの標準報酬月額は７万 6,000円に該当し、標準報酬月

額の上限額が改定された同年４月から 42 年１月までの標準報酬月額は８万

6,000円に該当していたとして、記録の訂正を申し立てている。 

しかしながら、申立期間⑰当時の船舶所有者であるＫは、既に死亡している

上、当該船舶所有者から船員保険事務を引き継いだＷ株式会社は、「当時の資

料を保存していない。」としていることから、申立人の標準報酬月額の算出状

況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船長であった

とする同僚の標準報酬月額は、申立人よりも低額であることが確認できる上、

この同僚は、「申立人の名前は記憶に無い。私の船舶所有者Ｋに係る船員保険

の標準報酬月額は、間違っていないと思う。」と回答している。 

さらに、船員保険被保険者名簿において、申立期間⑰及びその前後の期間に

同被保険者資格を取得している申立人と同じ職務の同僚が二人確認できるが、

これら同僚の標準報酬月額は、４万 5,000円から５万 6,000円となっており、

申立人とほぼ同額であることが確認できる。 

加えて、申立人は、当該船舶所有者に係る給与明細書であるとして、給与明

細書４枚の写しを提出しているが、同明細書には、船舶所有者名及び給料の支

給年月が記載されておらず、当該船舶所有者に係る給与明細書か否か確認でき

ない上、同明細書４枚のうち、３枚の給与明細書の船員保険料控除欄は、金額

が０円又は空欄となっており、申立期間⑰に係る保険料の控除が確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑰において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



申立期間⑱について、申立人は、オンライン記録では、Ｌ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、昭和 42 年２月から同年７月までは５万

2,000 円、同年８月は３万円、同年９月及び同年 10 月は４万 8,000 円と記録

されているが、当該期間に実際に支給されていた月額給与は、11 万 3,000 円

で、当時の標準報酬月額の上限額である10万4,000円に該当していたとして、

記録の訂正を申し立てている。 

申立人から提出のあった当該船舶所有者に係る給料計算書によると、申立人

が当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額を上回る給与の支給を受

けていたことは確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなるところ、当該給料計算書に記載されている船員保険料の控除額

に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していること

が確認できる。 

また、船員保険の適用事業所名簿によると、Ｌ株式会社が所有する船舶は、

昭和 61年７月＊日に船員保険の適用船舶でなくなっている上、商業登記簿謄

本によると、同社は、62 年１月＊日に解散しているほか、当時の代表取締役

は、既に死亡していることから、申立人の標準報酬月額の算出状況について、

関係資料及び供述を得ることができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた漁労長及び

機関長であったとする同僚二人の標準報酬月額は、いずれも申立人が主張する

当時の標準報酬月額の上限額（10 万 4,000 円）よりも低額であることが確認

できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑱において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑲について、申立人は、オンライン記録では、Ｍ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、５万 6,000円と記録されているが、当該期

間に実際に支給されていた月額給与は、９万 8,000円であったとし、標準報酬

月額は同額の９万 8,000円に該当していたとして、記録の訂正を申し立ててい

る。 

申立人から提出のあった当該船舶所有者に係る給料明細書の写しによると、

申立人が当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額を上回る給与の支



給を受けていたことは確認できる。 

しかし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなるところ、当該給料明細書に記載されている船

員保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ｍ株式会社が所有する船舶は、平成７年

12 月＊日に船員保険の適用船舶でなくなっている上、商業登記簿謄本による

と、同社は、９年３月＊日に破産宣告を受けているほか、当時の代表取締役は、

居所不明であり、申立人の標準報酬月額について、関係資料及び供述を得るこ

とができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船長兼漁労

長であったとする同僚の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（９

万 8,000円）よりも低額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑲において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間⑳について、申立人は、オンライン記録では、Ｂ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、５万 6,000円と記録されているが、当該期

間に実際に支給されていた月額給与は、７万 5,000円であったとし、標準報酬

月額は７万 6,000円に該当していたとして、記録の訂正を申し立てている。 

申立人から提出のあった当該船舶所有者に係る給料明細書の写しによると、

申立人は、申立期間⑳において、オンライン記録の標準報酬月額を上回る給料

の支給を受けていたことは確認できる。 

しかし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなるところ、当該給料明細書に記載されている船

員保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よ

り低額であることが確認できる。 

また、Ｂ株式会社は、「当時の資料を保存していないため、申立人のことは

分からない。」と回答しており、申立人の標準報酬月額の算定状況について、

関係資料及び供述を得ることができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船頭及び船

長であったとする同僚二人の標準報酬月額は、いずれも申立人が主張する標準



報酬月額（７万 6,000円）よりも低額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間⑳において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間㉒について、申立人は、オンライン記録では、Ｍ株式会社所有船舶

に係る船員保険の標準報酬月額が、６万円と記録されているが、当該期間に実

際に支給されていた月額給与は、８万 6,000円であったとし、標準報酬月額は

同額の８万 6,000円に該当していたとし、記録の訂正を申し立てている。 

申立人から提出のあった当該船舶所有者に係る給料明細書の写しによると、

申立人が申立期間㉒の一部の期間において、オンライン記録の標準報酬月額を

上回る給与の支給を受けていたことは確認できる。 

しかし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなるところ、当該給料明細書に記載されている船

員保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よ

り低額又は同額であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ｍ株式会社所有船舶は、平成７年 12月＊

日に船員保険の適用船舶でなくなっている上、商業登記簿謄本によると、同社

は、９年３月＊日に破産宣告を受けているほか、当時の代表取締役は、居所不

明であり、申立人の標準報酬月額について、関係資料及び供述を得ることがで

きない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた船頭及び船

長であったとする同僚二人の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額

（８万 6,000円）よりも低額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間㉒において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間㉓について、申立人は、オンライン記録では、Ｎ所有船舶に係る船

員保険の標準報酬月額が、申立期間㉓のうち、昭和 44年４月から同年９月ま

では６万 4,000円、同年 10月から 45年２月までは８万円、同年３月から同年

12 月までは８万 6,000 円と記録されているが、当該期間に実際に支給されて

いた月額給与は、13万円であったとし、44年４月から同年 10月までは当時の

標準報酬月額の上限額である 10万 4,000円に該当し、同年 11月から 45年 12



月までは同じく当時の標準報酬月額の上限額である 13万 4,000円に該当して

いたとして、記録の訂正を申し立てている。 

申立人から提出のあった当該船舶所有者に係る給与明細書の写しによると、

申立人が申立期間㉓のほとんどの期間において、オンライン記録の標準報酬月

額を上回る給与の支給を受けていたことは確認できる。 

しかし、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなるところ、当該給与明細書に記載されている船

員保険料の控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よ

り低額又は同額であることが確認できる。 

また、船員保険事業者名簿によると、Ｎが所有する船舶は、昭和 46年８月

＊日に船員保険の適用船舶でなくなっている上、船舶所有者であるＮは、既に

死亡していることから、申立人の標準報酬月額の算出状況について、関係資料

及び供述を得ることができない。 

さらに、船員保険被保険者名簿によると、申立人が名前を挙げた同僚５人の

標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（10 万 4,000 円及び 13 万

4,000円）よりも低額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間㉓において、その主張する標準報酬月額に相当する船員保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間㉔について、申立人から提出のあった株式会社Ｏの申込証の写し及

び申立人が同社に入社するに至った経緯に関する供述内容から判断すると、申

立人が申立期間㉔において、株式会社ＯのＰ支店で勤務していた状況はうかが

える。 

しかしながら、オンライン記録によると、株式会社Ｏは、昭和 52年 11月＊

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿謄本によると、

59年 12月＊日に解散していることから、申立人の申立期間㉔における厚生年

金保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ることができない。 

また、厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、申立期間㉔のうち、

昭和 46年４月１日から同年７月１日までの期間について、当該事業所とは別

の事業所において、厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きる。 

さらに、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の同被保険者資格の取得

日は、厚生年金保険の被保険者資格の取得日と同日（昭和 46年６月１日）と

なっており、申立人は、申立期間㉔において、雇用保険の被保険者資格が確認



できない。 

加えて、申立人は、当該事業所の同僚９人の名前を挙げているが、厚生年金

保険被保険者原票によると、これらの同僚のうち、申立人より先に当該事業所

で採用となったとされる二人及び申立人より後に当該事業所で採用となった

とされる二人の計４人が、申立人と同日の昭和 46年６月１日に厚生年金保険

被保険者資格を取得していることから、当時、当該事業所では、一定期間内に

採用した者をまとめて厚生年金保険被保険者資格の取得を届け出る取扱いを

していたと考えられる上、これら同僚からは、申立期間㉔における厚生年金保

険料の控除をうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間㉔における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期間㉔に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、歩合により報酬が支給される漁船船員の報酬月額については、原則と

して、前１年間にその船員保険被保険者が乗り組む船舶の乗船員に対し支払わ

れた歩合金の一人当たりの額を基準として告示の定める方法（昭和 32年８月

２日付け厚生省告示第 261号）に基づいた計算式により、国に届け出る報酬月

額が算出されるため、実際の給与支給額と標準報酬月額は、必ずしも一致する

ものではない。 

また、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法において海上労働の特殊性を考

慮し、労働者保護の実効性を期すため、船員が船舶に乗り込む前に行政庁があ

らかじめその労働条件の適法性等を確認するために設けている労働契約の公

認制度であり、船員手帳の記載と船員保険の手続は一体のものではなく、必ず

しも船員手帳の記載と船員保険被保険者資格得喪日とが一致するものではな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



旭川厚生年金 事案 993   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47年５月 21日から同年７月 21日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格

取得日に係る記録を同年５月 21日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月 21日から同年７月 21日まで 

前職の同僚からの紹介で、昭和 47年４月 21日にＡ株式会社のＢ部門で採

用となり、53年１月 27日まで勤務した。 

年金記録を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無かっ

た。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 47年５月 21日から同年７月 21日までの期間につい

て、申立人と同期入社の複数の同僚の供述内容から判断すると、申立人は、

当該期間において、Ａ株式会社のＢ部門で勤務していたことが推認できる。 

 また、申立人は、Ａ株式会社に入社した経緯について、前職の同僚が、申

立人より先に同社のＢ部門へ転職し、この同僚から同社のＢ部門への転職を

誘われたとしているところ、厚生年金保険被保険者原票によると、この同僚

は、昭和 46 年 10 月４日に前職の事業所において同被保険者資格を喪失し、

その翌日付けで同社において同被保険者資格を取得していることが確認でき

る。 

 さらに、厚生年金保険被保険者原票によると、申立人が、Ａ株式会社に入

社する一週間前の昭和 47年４月中に入社したとする同じＢ部門担当の同僚一

  

  



人及び申立人が同社に入社する２週間前に同社に入社したとする同職種の同

僚一人は、いずれも入社した月の翌月である同年５月 21日（当該事業所の給

料の締め日の翌日）付けで同被保険者資格を取得していることが確認できる。 

  加えて、厚生年金保険被保険者原票によると、申立人が、Ａ株式会社に入

社したとする月の１か月前である昭和 47年３月に同社に入社したとする同職

種の同僚は、同年３月 21日付けで同被保険者資格を取得していることが確認

できる上、この同僚は、「Ａ株式会社に入社するとき、事業主から厚生年金

保険にすぐ加入させる旨の説明があった。私のＡ株式会社の入社時期と厚生

年金保険の加入時期は、一致している。」と供述している。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、当該期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の当該事業所における

昭和 47年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000円とするこ

とが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は当時の資料が無く不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 47 年４月 21 日から同年５月 21 日までの期間

について、申立人と同期入社の複数の同僚の供述内容から判断すると、入社日

の特定はできないものの、申立人が、同年４月中においてＡ株式会社のＢ部門

で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ株式会社は、平成 11 年３月＊

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、商業登記簿謄本によると、

同社は、同年４月＊日に破産宣告を受けていることから、申立人の当該期間に

おける厚生年金保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ることができ

ない。 

また、Ａ株式会社の破産宣告時の代表取締役は、「当時の資料が無いため、

申立人の勤務実態等については不明である。」と回答しており、申立人の当該

期間における厚生年金保険の適用状況について、関係資料及び供述を得ること

ができない。 

さらに、厚生年金保険被保険者原票によると、申立人が、Ａ株式会社に入社

する一週間前の昭和 47 年４月中に入社したとする同じＢ部門担当の同僚一人

及び申立人が同社に入社する２週間前に同社に入社したとする同職種の同僚

一人は、いずれも入社した月の翌月である同年５月 21 日（当該事業所の給料

 

 

 

 



の締め日の翌日）付けで同被保険者資格を取得しており、当該期間における同

被保険者資格が確認できない。 

加えて、上記の申立人とほぼ同時期にＡ株式会社に入社したとする同僚二人

からは、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述

を得ることができなかった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


